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研究要旨 

本検討では、業務⽀援型の医療 AI の事例として「多⾔語⾳声翻訳ツール」に注⽬し
た。医療、医師患者関係にどう影響を及ぼすかを図るべく、医療者の期待や懸念を、こ
れらの業務を専⾨的に⽀援してきた医療通訳者のものと⽐較した。医師 302名、医療通
訳者 211名の回答協⼒を得た。結果として、医療者による業務の機械化、⾃動化には⾼
い関⼼がある⼀⽅、他の職種を頼る段階を⾶ばした「⼀⾜⾶びに AI」とでもいうべき状
況が⽣じないかが不安が残る結果でもあった。ただ、患者の満⾜度について、医師と医
療通訳者の評価は⼤きく異なっていた。AIツールを⽤いる際に患者にどのような影響が
及びうるか医療職間で議論する機会の確保、専⾨職によるこの種のツールの利活⽤を⽀
える研修や教材の開発が期待される。 
※本稿は、巻末に⽰した「病院」掲載⼩論の構成・内容に依拠している。 

 

A. 研究⽬的 

⾔語問題と医療通訳 
コロナ禍の影響を被る直前の時期において、わが国を訪れる外国⼈の⼊国者数は年間

3100万⼈（2019 年末段階、独⽴⾏政法⼈国際観光振興機構調べ）に達する。また、在留
外国⼈は、288万⼈（2020 年 6 ⽉末段階、法務省調べ）を超える。こうした中、⽇本病院
会1によれば、外国⼈患者受け⼊れについての課題として、加盟医療機関 669施設の 95.8%
が「⾔語・会話（多⾔語対応）」、44.6%が「医療通訳の提供体制」を挙げている。国際
⾔語を基盤としない⽇本社会において、医師にとっても、患者にとっても診療現場におけ
る「⾔語」の壁は極めて重要な問題である。 

⽇本では、患者の⾔語⽀援の保障に関する議論は、必ずしも国の中で⼀貫した取り組み
には⾄っておらず、多くは現場の判断に委ねられてきた。⽇本医師会は、「正確な診断・
治療を⾏うためには、⼗分な意思疎通が必要」と述べつつ、「正確な意思疎通が困難」な
場合には、「適切な通訳の同伴を求め」「状況によっては、外国⼈の診療に対応できる医
療機関への紹介などの対応をすべきである」と述べている2。 
 現地の公⽤⾔語に慣れない患者への対応は、他の先進国でも重要な政策課題とされてき
た。医療アクセスへの⾔語上の障壁を軽減する努⼒は各国でなされている。例えば、アメ
リカでは、英語の習熟度が不⼗分（LEP: Limited English Proficiency）な状況にある患者に
対して、医療機関が医療通訳サービスを無償で提供することが、連邦法で義務付けられた
3。沢⽥によれば、この背景には、患者にとって「⾔葉が不⾃由なことは健康を維持するう
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えでの障害の⼀つとして認識」されるべき、との考え⽅がある4。⼀⽅、こうした⾔語環境
の整備に関する医療機関の負担、医療財政への影響についても話題にされるようになって
きた5。 
 ⽇本でも、⽇本語に不⾃由な患者の増加、多様化を受けて、1990 年代から NPO やボラ
ンティアを中⼼に医療通訳活動が開始された。⼀部には⾃治体と協働して医療通訳の提供
機会の安定化を図る動きもある。ただ、医療通訳者の確保に多くの困難があり、通訳の組
織化・育成を図る動きがありつつも、地域によってその充実度には相当な差がある6。こう
した問題は、⽀援を確保する医療機関側への負担にもつながるほか7、ヤングケアラーとし
て、⼦どもが⾃分の親の医療通訳を担わざるを得ない状況を⽣み出す8など、様々な社会問
題に波及している。 
 上記のように、医療通訳を主とした、患者と医療者の⾔語の障壁の緩和のための対策が
急がれる中、本稿では、⼀部の診療現場で試⾏が進む「多⾔語⾳声翻訳ツール」について
検討したい。 
 ここでいう「多⾔語⾳声翻訳ツール」とは、ある⾔語の⾳声を⼊⼒すると、別の⾔語の
⽂字や⾳声が出⼒される電⼦ツールの総称とする。⽇本では、2010 年前後からインバウン
ドの急増を想定し、国主導で多⾔語⾳声翻訳アプリ・デバイスの研究開発、通訳・翻訳が
必要とされる多様な場⾯を想定した社会実装が取り組まれてきた9,10。その代表例が
「VoiceTra（ボイストラ）」である。このほかにも⽇常的な会話対応を想定して販売され
ている「POCKETALK（ポケトーク）」などが、各地の医療機関において臨床試験ベース
で試⽤されたり11、実際に医療機関で導⼊されたりしている12。 
 東京⼤学の⼭⽥秀⾂⽒は「⼀番良い策は間違いなく通訳を雇う、利⽤すること」としつ
つ、通訳の質や診療のニーズに応じた量的確保の難をも考慮して、⼀定の場⾯における機
械翻訳の活⽤を提案している13。⼀部の⾃治体では、対応困難な場⾯に際してこうした多
⾔語⾳声翻訳ツールの使⽤について医療機関側に紹介するところが出ている14。 
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図 1 多⾔語⾳声翻訳アプリの例：VoiceTra（ボイストラ） 

  

  
 
※なお、これらの画像素材については、NICT の設定した条件の範囲内で使⽤している（ご利
⽤条件 (PR 素材について) https://voicetra.nict.go.jp/terms.html）。 
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ツール導⼊における留意点 

 海外では、通訳の質や診療のニーズに応じた量的確保の問題への対応の⼀つの選択肢と
して、⼀定の場⾯における機械翻訳ツールの活⽤可能性が提案されており15、現場での実
践やそれを踏まえたフィードバックも報告されるようになってきた16,17,18。しかし、これら
のツールに関する医療・患者対応における効果の検証はその途上にあり、全国的な使⽤の
実態も明らかではない。今後も経験の蓄積が引き続き求められるが、著者らはこうしたツ
ールに付随する次のような課題に注⽬する。 

 

aツールの制度上の位置づけの曖昧さ 
従来、診療に⽤いる機器について、国が当該製品を審査・承認する仕組みが取られてい

るが（薬機法上の「製造販売承認申請」）、物理的な介⼊⼿段や体外での診断に関する医
療機器が承認申請の対象として想定されている。⼀⽅、⾔語⽀援を⽬的とした機械翻訳
は、それ⾃体が治療・診断とも無縁でないにも関わらず、国が医療機器として承認する仕
組みは取られず、その採否や使⽤、解釈は医療者・医療機関に委ねられている。 

 
bツールに内在する課題（代替⼿段との関係、機械への置き換えの課題など） 

多⾔語⾳声翻訳ツールは開発の途上にあり、それ故の課題や限界がある。現⾏の機械翻
訳は診察室での専⾨的なやりとりに対応できる⽔準に⾄っていない点19や、特に翻訳デー
タが少なく開発が進んでいない希少⾔語の⼊出⼒時にはエラーが⽣じやすい点が指摘され
ており20、その結果として患者のケアに悪影響が⽣じることが懸念されている21。⼀⽅、た
とえこうした多⾔語⾳声翻訳ツールが不完全なものであっても（あるいは、不完全かどう
かも評価できない場合であっても）、患者との意思疎通が極度に困難な場合などには、現
場の医師がこれらのツールにたよらざるを得ない場合もあるだろう。 

こうしたツールの導⼊は、従来「⼈間」（通訳者など）が担ってきた役割を機械的な処
理に置き換える側⾯がある。多⾔語⾳声翻訳ツールのメインユーザーたる医師は、ツール
の利点を考慮しつつも、患者の⾃律尊重や異⽂化間の仲介といった、これまで通訳者が果
たしてきた多様な役割22に照らして、ツールの限界をも⾃覚しておく必要がある。このよ
うな観点からの今後の検討が待たれるが、以下では、著者らが実施した調査から得られた
意識調査の結果を紹介したい（調査票などの詳細は本報告書の資料編にある報告書（資料
４）のほか、多⾔語に対応した調査票を収載している全体報告書23を参照いただきた
い）。 
 
B. 研究⽅法 
本稿には、「医療ＡＩの研究開発・実践に伴う倫理的・法的・社会的課題に関する研究」
（厚⽣労働科学研究補助⾦・政策科学総合研究事業）の成果が含まれている。本⽂中で⾔
及した調査の基本情報は以下の通りである。①医師：「内科系」（440名）、「外科系」
（325名）、「精神科系」（300名）の計 1065名に対して質問紙を配布し、2020 年 11 ⽉
17 ⽇〜11 ⽉ 20 ⽇の 4 ⽇間で 302名（内科系 131名、外科系 81名、精神科系 90名）より
回答を得た（回答率 28.4％）。ウェブサイトを通じた⾃記式質問紙調査を⼿法とし、プラ
メド・プラス社に登録する医師（約 8万 3千名）から、上記の 3群内で「勤務先」（医療
機関・診療所）、「年代」（20〜39歳/40〜59歳/60歳以上）がほぼ等分になるよう調整。
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②通訳者：ウェブサイトを通じた⾃記式質問紙調査（2020 年 11 ⽉ 26 ⽇〜12 ⽉ 10 ⽇）。
各地の医療通訳団体を通じて、医療通訳について専⾨のトレーニングを受け、⼀定の団体
や⾃治体から派遣・紹介される者や医療機関に雇⽤される者に調査票を回覧し、211名よ
り回答を得た（対応⾔語：英語のみ 77名、⾮英語対応 134名）。活動地域は、北海道・
東北（12.8％）、関東・東京（25.2％）、中部（22.7％）、近畿（28.4%）、中国・四国
（0.5%）、九州・沖縄（10.4％）であった。 
 
C. 研究結果 

医師・通訳者それぞれから⾒た「機械翻訳」 

a 医師の多くが直⾯する⾔語問題 
最初に、医師の「⾔語」経験について簡潔に触れる。本調査に回答くださった全国の医
師 302名によれば、その約 9割（277名）が⽇本語の不⾃由な外国⼈患者を治療した経験
を有していた。この「経験有り」と回答した医師の実に 8割以上（85.2%）が「⾔語⾯で
⼗分な意思疎通が図れなかった」と答えた。 

かくも困難を抱えている現場でありながら、医療通訳者を交えて外国⼈患者に対応した
経験のある医師は 3割（35.0%）にとどまる。少なくない医師は⽇本語に不⾃由な外国⼈
患者に⾃⼒で対応している状況が伺える。通訳者を確保できない何らかの事情があるか、
あるいは検討をする前からあきらめていたか、そもそも選択肢に⼊れたことも無いのか。
今後さらに詳細な調査がなされるべきであろう。なお、⽇本語の不⾃由な外国⼈患者を治
療した経験について、「経験有り」と回答した医師のうち、多⾔語⾳声翻訳ツールを利⽤
した経験のある医師は 2割程度（19.5%）であった。 

 
ｂ診療現場で多⾔語⾳声翻訳ツールを使うか 
 
図２：診療現場での多⾔語⾳声翻訳ツールの利⽤への賛否（医師・医療通訳者回答） 
⾃⾝でのツールの利⽤
希望（医師の視点） 

そうおもう・どち
らかというとそう
思う 

どちらともいえな
い 

そうは思わない
（どちらかという
とそうは思わな
い） 

医師 全体(302) 71.5%(216)  20.5%(62) 7.9%(24) 
内科(131) 74.8%(98) 18.3%(24) 6.9%(9) 
外科(81) 76.6%(62) 17.3%(14) 6.1%(5) 
精神科(90) 62.2%(56) 26.7%(24) 11.2%(10) 

↑ ↑ 
医師がこの種のツール
を使うことへの賛否
（医療通訳者の視点） 

⽀持できる・どち
らかというと⽀持
できる 

どちらともいえな
い 

⽀持できない・ど
ちらかという⽀持
できない 

医療通訳者(211) 47.4%(100) 22.3%(47) 30.3%(64) 

 
医師に、⾃⾝でのツールの利⽤希望について、通訳者には医師によるツール利⽤の賛否

について聞いてみた。その結果が図２に⽰されてある。精神科系の医師が⽐較的慎重な傾
向であったが、医師は全体的にツールの利⽤を希望しており（71.5%）、⼀⽅で通訳者の
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過半（52.6%）が慎重な姿勢を⽰し、両者の温度差が⽬⽴った。なお、すでにツールを利
⽤した経験のある医師の過半（81.4％）が、「今後も利⽤を希望する」と回答していた点
も付記する。 

この設問に関する医師の⾃由記載によれば、「診療がスムーズになるから」「実際に
（ツールを）使⽤して便利だった」といった理由からツール利⽤を希望する意⾒が⽬⽴っ
た。⼀⽅、医療通訳者の多くは、「医療通訳者が⾒つからない場合」「コミュニケーショ
ンを取る術がない場合」など、限定された場⾯での有⽤性を指摘する回答が多かった。 
 
c 外国⼈患者は満⾜するだろうか 
 次に、「こうしたツールの利⽤によって、患者の治療に対する満⾜度にどのような影響
が出ると思うか」を聞いてみた（図３）。その結果、医師の 8割弱（76.4%）が患者の満
⾜度が「改善する」と考え、「悪化する」と考えた医師はほとんど⾒られなかった
（0.7%）。「改善する」と考えた通訳者は 4割（43.6%）にとどまり、1割（12.3%）の通
訳者は「悪化する」と回答しており、医師のツールに対する期待の⼤きさが⽬⽴った。 
 
図３：多⾔語⾳声翻訳ツールによる患者の満⾜度への影響（医師・医療通訳者回答） 
患者の満⾜度 改善する・どちら

かというと改善す
る 

どちらともいえな
い 

悪化する・どちら
かというと悪化す
る 

医師 
 

全体(302) 76.4%(231) 22.8%(69) 0.7%(2) 
内科(131) 81.7%(107) 18.3%(24) 0.0%(0) 
外科(81) 75.3%(61) 24.7%(20) 0.0%(0) 
精神科(90) 70.0%(63) 27.8%(25) 2.2%(2) 

↑ ↑ 
医療通訳者(211) 43.6%(92) 44.1%(93) 12.3%(26) 

 
 ⾃由記載によれば、肯定的な評価をした医師は「⺟国語でコミュニケーションが取れる
ことで理解が深まり安⼼できると思う」のように、医師と患者が⺟国語で直接コミュニケ
ーションが取れることの利点に着⽬していた。医療通訳者は、「翻訳ツールを⽤いること
でいくらかでもコミュニケーションができるようになるのであれば患者の満⾜度は改善さ
れるであろうが、対⾯通訳と⽐べれば患者の満⾜度はむしろ下がるだろう」といった理由
から、慎重な評価が多かった。このことから、⾔語⽀援なしに医師が独⼒で患者に対応す
るよりは⾼い満⾜度が期待できても、満⾜度の改善の幅には⼀定の限界があることも⽰唆
される。 
 
ｄ医療通訳は機械に置き換わるか 
 次に、「将来の医療現場における、『医療通訳者』と『多⾔語⾳声翻訳ツール』の関係
がどうなると思うか」を問うた（図４）。その結果、医師・医療通訳者の多くがツールと
通訳者が共存する未来を予想したが（医師 55.6%、通訳者 78.2%）、「ツールの使⽤が主
流」になると考えた割合は医師の側に多く、3割弱（27.5%）であった。⼀⽅、「通訳者の
活動が主流（現在と同じ）」と考えた割合は通訳者の側に多かった（14.7%）。 
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図４：「医療通訳者」「多⾔語⾳声翻訳ツール」の将来像１（医師・医療通訳者回答） 
 ツールが主流 ツールの使⽤が増

えるが、通訳者も
引き続き重視 

通訳者の活動が主
流（現状） 

医師 
(302) 

全体(302) 27.5%(83) 65.6%(198) 7.0%(21) 
内科(131) 29.8%(39) 66.4%(87) 3.8%(5) 
外科(81) 29.6%(24) 61.7%(50) 8.6%(7) 
精神科(90) 22.2%(20) 67.8%(61) 10.0%(9) 

↑ ↑ 
医療通訳者(211) 7.1%(15) 78.2%(165) 14.7%(31) 

 
 「ツールの利⽤場⾯が増える」と予想した回答者、「引き続き通訳者の活動が主流」と
予想した回答者それぞれに回答理由と問うた（図５）。回答理由の内容に医師・通訳者間
で⼤きな違いは⾒られなかったが、回答理由の⽐重に相違が⾒られた。 
 
図５：「多⾔語⾳声翻訳ツール」「医療通訳者」の将来像２（医師・医療通訳者回答） 

「ツールの利⽤場⾯が増える」とする予想に⽴つ意⾒ 
医師（281）が⽰した理由 通訳者（180）が⽰した理由 
急な状況に対応できる・時間
を選ばない 

42.0％
（118） 

急な状況に対応できる・時
間を選ばない 

70.0％
（126） 

コスト（経費）を削減できる 39.9％
（112） 

コスト（経費）を削減でき
る 

48.9％
（88） 

より便利 36.7％
（107） 

より便利 28.3％
（51） 

「引き続き通訳者の役割が主流」とする予想に⽴つ意⾒ 
医師（21）が⽰した理由 通訳者（31）が⽰した理由 
通訳の内容が正確そう 42.9％

（9） 
通訳の内容が正確そう 64.5％

（20） 
患者の気持ちがより伝わりそ
う 

28.6％
（6） 

コスト（経費）を削減でき
る 
本来的に⼈間がやるべき 

19.4％（6） 
19.4％（6） 

個々⼈にあったよりきめ細や
かな対応ができそう 

23.8％
（5） 

 
 「ツールの利⽤場⾯が増える」と予想した理由としては、「時間や場⾯を選ばない利便
性」や「通訳コストの削減」が挙げられた。「急な状況に対応できる・時間を選ばない」
という理由は特に医師の間で注⽬が⾼く、夜間・休⽇のように通訳利⽤が難しい場⾯での
患者の対応を懸念する医師が⼀定数⾒られることが⽰唆された。 
 ⼀⽅、「引き続き通訳者の活動が主流」と予想した理由としては、医師・通訳者の双⽅
が「訳出の正確性」に注⽬するなど、個⼈への配慮を重視する回答が⾒られた。 
 
D．考察 
改めて振り返るに、医療現場での⾔語対応の不安定さを、多くの医師が感じている点が
印象的である。医師の多くは外国⼈患者の対応経験がありながらも、その⼤半は独⼒で患
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者に対応している現状がある。こうした状況について、今後は、通訳とツールのそれぞれ
の利点と限界を踏まえた、よりよい使い分けの検討が求められる（例えば、通訳を呼ぶ間
もないが、患者に関する初歩的な情報の取得にすら困る場合などは、こうしたツールにも
⼤きな期待がかかるだろう）。 

⼀⽅、気になる点もある。調査の結果でも⽰したように、医師には、多⾔語⾳声翻訳ツ
ールについて⾼い期待がある。⼀⽅、通訳者は⾝近な存在でないようである。本調査で
は、次のような興味深い点も明らかになった。通訳者が果たすべき役割の性質について質
問すると、医師（72.5％）・通訳者（86.3％）の多くは、通訳の役割には「中⽴性」が重
視されると回答した。しかし、同じ設問で、通訳者には「医療者側の⽀援に専念」するこ
とが重視されると回答した者が、医師に約 2割いた（16.2%、通訳者による同設問への回
答は 3.3％）。また、医療通訳者の過半は、通訳者が主体的に提案・意⾒を⽰すことを
「控えるべき」と回答していたが（56.4％）、医師の中には、こうした通訳者による主体
的な参画を歓迎する回答（29.8％）も⾒られ、否定的な回答（29.5％）と拮抗していた。
⾳声翻訳アプリへの期待が先⾏する前に、外国⼈患者に求められる必要な「配慮」とは何
か。医師と通訳者の間で議論する機会がもっとあってほしい。 

現在、多⾔語⾳声翻訳ツールの採否が、医療者個⼈や医療機関の判断で進められてい
る。⼀⽅、トレーニングやマニュアルなど、注意事項の共有を得る機会や教材が確保され
ていない点には不安も⼤きい。医療機関や診療科の多様性を踏まえ、現場の医療関係者、
医療通訳者、患者からのフィードバックを得つつ、その参画を得て開発・質の評価がなさ
れる仕組みが期待される。まずは、こうしたツールを実際に使った経験について積極的に
発信いただき、その経験や注意すべき点をお互いに共有するところから始めてはどうだろ
うか。 

今後、こうしたアプリを⽤いた情報処理に接する機会はますます増えるだろう。ただ、
診療の説明をする場⾯でこれを⽤いる場合、ユーザー諸⽒には、ツールを介した治療⽅針
を⼀⽅向的に伝達することにとどまらず、患者の懸念のくみとり等、双⽅の意思疎通に役
⽴てていただきたい（医療倫理で⾔うところの「⾃律」の尊重）。また、医療における AI
ツールの利⽤をめぐっては、ユーザーがこれらの結果を盲信したり、アプリの機序につい
て無頓着になってしまったりする危険性が指摘されてきた点も抑えていただきたい24。 

 
E．結論 

本稿では、これまで脚光を浴びる機会の少なかった「ツール」に注⽬して検討してき
た。ただ、極論すれば、外国⼈患者がより適切な治療を受けるために何をなすべきか、そ
の議論に帰結するように思われる。今⽇の医学教育において、外国⼈患者の来院を想定し
た教育を経る機会は相当に限定的である。例えば、外国⼈患者も模擬患者（SP）として医
学教育に参加できるような機会が提供できれば望ましいのではないだろうか。ツールのあ
り⽅は、「外国⼈医療の患者学」の応⽤問題として位置づけられるものであって、ツール
の存在のみで解消されるものではない。 
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G．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 

1．特許取得 特になし 

2．実⽤新案登録 特になし 

3．その他 特になし  
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